2016年8月19日～20日
「戦争する国にするな」　安保法反対の市民集会

共同通信2016/8/19 20:50
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安全保障関連法の反対集会に参加する人たち＝19日午後、国会前　安全保障関連法成立から11カ月となった19日、同法廃止を訴える市民団体の集会が国会前で開かれ、参加者は「戦争をする国にするな」などとシュプレヒコールを上げた。主催者発表で約3千人が参加した。

　「戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。参加した人たちは「戦争法廃止」などと書かれた紙を手に、「戦争する国にするな」などと国会議事堂に向けて声を上げた。参加した東京都大田区の主婦（52）は「憲法改正が現実的になっている。私たちが安保法の危険性を訴え続けないと本当に日本が戦争に巻き込まれてしまう」と話した。

「安保法廃止あきらめぬ」　成立１１カ月集会

東京新聞2016年8月20日 朝刊 

	安保法反対を叫ぶ参加者ら＝１９日、東京・永田町で

	[image: image2.jpg]





　安全保障関連法の成立から十一カ月の十九日、法律の廃止を求める集会が、衆議院第二議員会館前を中心に行われた。主催者発表で約三千人が参加し、改憲の動きを止めるためにもう一度、世論を盛り上げようと誓った。

　七月の参院選では、改憲勢力の議席が三分の二を超えた。参加者たちは「秋の臨時国会が正念場。これからも草の根運動を続けよう」と訴えた。

　この日の参加者には、安保法案審議が大詰めを迎えていた一年前に国会前の抗議デモに来ていた人も。千葉県佐倉市の主婦小川貞子さん（７２）は「ここであきらめちゃだめ。子や孫のため戦争は絶対だめという思いで参加した」。八歳の長男と来た福井市の主婦、ヤング有希子さんは「戦争をしないとうたった憲法は日本の宝。これからも声を上げ続ける」と話した。

　集会は市民団体「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。安保法が成立した昨年九月十九日に合わせ、毎月十九日に行っている。

しんぶん赤旗2016年8月20日(土)

“戦争法必ず廃止”　市民の声は止まらない　総がかり行動　国会周辺　３０００人　来月で１年
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（写真）戦争法廃止、憲法守れと抗議する人たち＝19日、国会前


　総がかり行動実行委員会は１９日夜、国会周辺で戦争法（安保法制）廃止や憲法改悪反対などを訴える「１９日行動」を行いました。時折、雨が降るなか、衆院第２議員会館前から国会図書館前を中心に３０００人（主催者発表）が集まりました。各野党の代表、弁護士、市民団体の代表も参加。「戦争法は必ず廃止」「高江のヘリパッド建設反対」とコールしました。

　同行動は、安倍政権が戦争法を強行した日（昨年９月１９日）を忘れないと毎月、全国各地で取り組まれています。行動の最後に行われた行動提起で、「ちょうど１年となる来月は、午後３時半から国会正門前で行動する」と発表しました。

　行動では、日本国際ボランティアセンター（ＪＶＣ）など各団体が発言しました。日弁連・憲法委員会の山岸良太代表代行は「これからも弁護士会は、安保法制に反対し、廃止させる運動をしていく」と訴えました。

　日本共産党の田村智子副委員長、民進党の小西洋之参院議員、社民党の又市征治幹事長がスピーチしました。沖縄・高江で強行されている米軍ヘリパッド建設について語った田村氏は「今も抗議を続けている市民の方がいます。安倍政権は力で市民の声を圧倒しようとしている。高江に連帯の声を」と呼びかけました。

しんぶん赤旗2016年8月20日(土)

原点　憲法・平和守ろう　静岡　「教育のつどい」始まる
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（写真）「教育のつどい」開会全体集会のシンポジウム＝19日、静岡市

	


　「学ぼう、語ろう、いかそう―憲法と子どもの権利条約が生きて輝く教育を」を掲げ、教職員と保護者、市民らが子どもたちの教育について語り合う「みんなで２１世紀の未来をひらく教育のつどい―教育研究全国集会２０１６」が１９日から静岡市内で始まりました。

　開会全体集会には１２００人が参加。全日本教職員組合（全教）など２４団体による実行委員会が主催し、２１日までフォーラムや分科会で交流します。

　現地企画「しぞーか、まんさい」では静岡で教師をしていたシンガー・ソングライターの中山讓さんが子どもを愛し守る思いを情感込めて歌い、参加者の共感をよびました。

　実行委員会代表委員の一人、蟹澤昭三全教委員長は昨年来、安保法制（戦争法）反対の市民的共同が広がってきたと指摘。「戦争する国づくり」を狙う安倍政権による「教育再生」に抗して、すべての子どもが成長・発達する教育のあり方を模索するつどいにしようとあいさつしました。

　現地実行委員長の鳥畑与一静岡大学教授は「平和を守り真実を貫く教育、戦後教育の原点を大切にしていこう」と語りました。

　「憲法と教育を語る」シンポジウムでは、清水雅彦日本体育大学教授（憲法学）、安保関連法に反対するママの会の長尾詩子弁護士、自由の森学園社会科教員の菅間正道さんが発言しました。

　奈良県から参加した小学校の男性教員（５７）は「『道徳の教科化』で子どもの心を評価するなどのかつてきた道を許してはいけないと思う」と語りました。

自衛隊新任務25日にも訓練開始　安保法本格運用へ近く表明

共同通信2016/8/20 02:00

　政府は、安全保障関連法施行に伴い自衛隊の新たな任務となった「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」の実施に向け25日にも国内訓練を開始する方針を固めた。自衛隊の海外活動を拡大する安保法が運用段階へ本格的に移行する。南スーダンの国連平和維持活動（PKO）にこれから参加する陸上自衛隊部隊へ新任務を付与することを想定。稲田朋美防衛相が24日に訓練開始を正式表明する見通しだ。政府関係者が19日明らかにした。

　南スーダンでは現在、陸自第7師団（北海道千歳市）を主力とする約350人が10次隊として活動している。

防衛費、過去最大５．１兆円要求＝ミサイル対処能力強化へ
　防衛省は２０１７年度予算の概算要求に、米軍再編関連経費を含め、総額５兆１６８５億円を計上する方針を固めた。政府関係者が１９日、明らかにした。１６年度当初予算比２．３％増で、要求額としては過去最大となる。
　今年に入り、北朝鮮が中長距離弾道ミサイルを相次いで発射するなど、核・ミサイル開発を加速させていることを受け、概算要求ではミサイル防衛態勢の強化に力点を置いた。地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）については、十数キロとされている現在の射程を伸ばすため、１０５６億円を計上しシステムの改修などを行う。
　また、イージス艦に搭載する迎撃ミサイルＳＭ３に関しても、日米両国で共同開発中の能力向上型「ブロック２Ａ」の取得費として、１４７億円を計上する。ブロック２Ａは、現行のＳＭ３よりも高い高度での弾道ミサイルの迎撃を可能にするもので、実用化に向けた実験は最終段階に入っている。
　このほか、中国による沖縄県・尖閣諸島周辺を含む海洋進出の活発化などを念頭に置いた南西諸島への警備部隊配備費用に７４６億円、最新鋭戦闘機Ｆ３５の取得費に９４６億円を計上する。　（時事通信2016/08/19-10:41）
防衛費５．１兆円要求　過去最大、離島対処など強化

東京新聞2016年8月20日 朝刊

　防衛省は二〇一七年度予算の概算要求で、過去最大の五兆一千六百八十五億円を計上する方針を固めた。一六年度当初予算の五兆五百四十一億円に比べ２・３％増。要求額としては過去最大で、五年連続の増額要求となる。概算要求では、北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイル発射を踏まえ、ミサイル防衛態勢の強化を重視。海上自衛隊のイージス艦に搭載する迎撃ミサイルを改良した「ＳＭ３ブロック２Ａ」の取得費を盛り込む。現行よりも高い高度での迎撃が可能になるとされる。

　中国公船による沖縄県・尖閣諸島周辺での活動の活発化を念頭に置いた対策として、新型の地対艦ミサイルの開発費を計上。射程距離を拡充したミサイルを南西諸島に配備することで、周辺で活動する外国艦のけん制を図る。防衛予算は第二次安倍政権の発足後、一三年度に十一年ぶりに増え、本年度まで四年連続で伸びている。

防衛省概算要求、過去最大５．１兆円　ミサイル対処強化
朝日新聞デジタル二階堂勇2016年8月19日19時23分
　防衛省は２０１７年度予算案の概算要求で、過去最大の５兆１６８５億円を計上する方針を固めた。１６年度当初予算に比べ２・３％増で、５年連続の要求増となる。相次ぐ北朝鮮の弾道ミサイル発射に備えて対処能力の向上を急ぐほか、中国が東シナ海で海洋進出を強めていることから離島防衛の強化もめざす。
　要求額が５兆円を超えるのは３年連続。
　日本の弾道ミサイル防衛の柱であるイージス艦搭載の海上配備型迎撃ミサイル（ＳＭ３）について、日米共同で開発中の改良型「ＳＭ３ブロック２Ａ」の実験が最終段階に入ったことを踏まえ、導入費を計上した。地対空誘導弾パトリオット３（ＰＡＣ３）についても、迎撃範囲を広げるための改修費を盛り込んだ。
【続きあり】
しんぶん赤旗2016年8月20日(土)

防衛省　軍事費５．１兆円　概算要求へ　「ミサイル防衛」を大幅拡大

　防衛省は２０１７年度予算の概算要求に、米軍再編関連経費を含め、総額５兆１６８５億円を計上する方針を固めました。

　政府関係者が１９日、明らかにしました。第２次安倍政権発足後、５年連続の軍拡です。１６年度当初予算比２・３％増で、要求額としては過去最大となります。

　中国や北朝鮮などの動向を念頭に置いたもので、北東アジアの軍拡競争を加速し、「軍事対軍事」の悪循環を拡大しかねない動きです。

　概算要求では、今年に入り、北朝鮮が核・ミサイル開発を加速させていることを受け、「ミサイル防衛」網を大幅に拡大する方針です。政府は「ミサイル防衛」網の導入当時、総費用はおおむね１兆円としていましたが、一連の計画を達成すれば２兆円に達する可能性もあります。

　具体的には、地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）について、十数キロとされている現在の射程を伸ばすため、１０５６億円を計上し、システムの改修などを行います。

　また、イージス艦に搭載する迎撃ミサイルＳＭ３に関しても、日米両国で共同開発中の能力向上型「ブロック２Ａ」の取得費として、１４７億円を計上します。ブロック２Ａは、現行のＳＭ３よりも高い高度での弾道ミサイルの迎撃を可能にするものです。

　このほか、中国による沖縄県・尖閣諸島周辺を含む海洋進出の活発化などを念頭に置いた南西諸島への自衛隊増強に７４６億円、最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５の取得費に９４６億円を計上します。

ＭＤ対応イージス艦導入も＝韓国、北朝鮮にらみ防衛強化－日本との情報共有課題


米海軍のイージス艦から発射される海上配備型迎撃ミサイルＳＭ３＝２００８年２月、太平洋上（米海軍提供）（ＥＰＡ＝時事）
　【ソウル時事】北朝鮮によるミサイルの脅威に対し、韓国政府がミサイル防衛（ＭＤ）を強化している。在韓米軍への地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」配備決定に続き、迎撃ミサイルを搭載可能なイージス艦を導入することが分かった。だが、国内世論や中国への配慮から、ＭＤの肝となる日米との情報共有には課題が残る。
　米ロッキード・マーチン社は１５日、韓国の次期イージス艦３隻（２０２０年代半ばに配備予定）に、海上配備型迎撃ミサイル（ＳＭ３）を運用可能にするシステムの搭載契約を交わしたと発表した。ＳＭ３は日本のイージス艦にも装備され、ＭＤで重要な役割を果たすが、韓国軍が現在保有する３隻にはない。
　韓国がＳＭ３搭載のイージス艦を配備すれば、日本や米領グアムを狙う北朝鮮の弾道ミサイルの迎撃が可能になる。国防省報道官は「（搭載には）検討が必要。まだ決定したことはない」と述べているが、韓国メディアは「ＳＭ３導入の可能性は高い」（軍関係者）と指摘している。
　表向き慎重な国防省の言動の背後には、日米韓による軍事的連携の強化を懸念する中国への配慮が見え隠れする。
　韓国政府は中国の反発を考慮し、日米のＭＤ網から切り離された韓国独自のＭＤ体制を構築する方針を示してきた。ＴＨＡＡＤ配備決定をめぐっても、米高官は「純粋に韓国防衛のため」「米国のＭＤ体制とは連動しない」（シリング・ミサイル防衛局長）と韓国や中国の危惧を踏まえたかのような説明に終始した。
　ただ、ミサイル迎撃では、米国の早期警戒衛星や、日本のイージス艦搭載レーダーなどとの情報共有が不可欠だ。日米韓は１４年末、北朝鮮の核・ミサイルに関する情報共有の覚書を締結したが、実態は「米国を経由して、日米韓が情報共有する」（韓国国防省報道官）形で、日韓で直接やりとりする仕組みは整っていない。
　課題の解消には、１２年に土壇場で韓国側が署名を見送った日本との軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の締結が必要になる。だが、韓国内では自衛隊に対する警戒感が根強く、交渉の見通しは不透明。日本の防衛省関係者も「韓国の国内問題になっており、なかなか前に進まない」と語り、協定の早期締結は容易ではないと指摘した。（時事通信2016/08/19-14:31）
ＳＭ３
　ＳＭ３　米国が開発した、短距離・中距離弾道ミサイルの迎撃を目的とするミサイル。現在、日本のイージス艦には「ブロック１Ａ」と呼ばれるタイプが搭載されており、より高い高度での弾道ミサイルの迎撃を可能とする「ブロック２Ａ」の実用化に向け、日米が共同開発に取り組んでいる。日本はイージス艦搭載のＳＭ３を用い、飛来した弾道ミサイルを大気圏外で撃ち落とす体制を構築している。（ソウル時事）（時事通信2016/08/19-14:33）
旧維新系、対応定まらず＝狙いは党内主導権－民進代表選


　民進党代表選（９月２日告示－１５日投開票）に向け、旧維新の党出身議員グループは１９日、新代表に求める重点政策をまとめた。党運営への影響力確保が狙いで、近く候補予定者に示す。ただ、グループ内は最有力候補の蓮舫代表代行を推す声や、前原誠司元外相を支援すべきだとの意見もあり、対応は定まっていない。
　３日に発足したばかりの旧維新グループは、２３人で党内最大勢力。旧結いの党出身の江田憲司代表代行と、旧民主党出身の松野頼久元官房副長官が共同代表を務める。江田氏は１９日、記者団に「政策を実行する候補を応援する。そういう方がいないなら、グループから候補者を出す」と強気の姿勢を示した。代表選でキャスチングボートを握ろうとしているのは明らかだ。
　１９日の会合でまとめた重点政策には、（1）議員定数や歳費の大幅削減（2）憲法改正に関する党の考え方を整理し、衆参憲法審査会で議論－などを打ち出したほか、党人事の刷新や、政権批判型から対案提示型への国会運営に転換することも要求。現執行部への不満をにじませた。　
　一方、会合では「前原氏を支持すべきだ」との意見や、蓮舫氏支持を念頭に「負け戦をしてもしょうがない」との意見も出た。グループの存在感をアピールするには代表選で一糸乱れず行動することが必要。江田氏も「一致結束して対応する」と強調しているが、幹部の一人は「現状はばらばらだ」と漏らすなど、グループ内には温度差もある。
　◇２６日に事前説明会
　民進党は１９日、代表選立候補予定者への事前説明会を２６日に行うと発表した。（時事通信2016/08/19-17:25）
政策提示し候補選考、旧維新系　民進代表選で

共同通信2016/8/19 18:58

　9月の民進党代表選に向け、党内最大規模の旧維新の党グループは19日、国会内で会合を開き、身を切る改革の推進など新代表に求める6項目の独自政策をまとめた。9月2日の告示直前まで党内情勢を見極めつつ、その採用度合いで支援候補を決めるとしており、党運営に影響力を確保する狙いがある。

　一方、立候補を模索していた長妻昭代表代行は19日までに断念する意向を党関係者に伝えた。支援を期待していた赤松広隆前衆院副議長率いるリベラル系グループが、出馬表明した蓮舫代表代行の支持に傾いていることが背景にあるとみられる。

蓮舫氏の対抗馬、擁立模索　前原・玉木氏ら軸か
朝日新聞デジタル菊地直己、藤原慎一2016年8月19日12時04分
　９月２日告示の民進党代表選で、有力候補と目される蓮舫代表代行に対し、誰が対抗馬として名乗りを上げるかが焦点となっている。党内保守派や一部の若手議員からは前原誠司元外相らを推す声もあるが、各グループの意見集約は進んでおらず、「反蓮舫」候補の絞り込みには時間がかかりそうだ。
　岡田克也代表の後継を選ぶ代表選で、旧民主党代表も務めた前原氏は早くから「本命」の一角と見られてきた。今月に入ると、旧維新の党出身議員や岡田執行部に批判的な大畠章宏元幹事長と会談を重ね、出馬に意欲を見せる長島昭久元防衛副大臣とも面談。連携の動きを加速させている。
　８日発売の月刊誌「世界」９月号の対談では、「リベラル層までを包容していく懐の深さが求められている」と言及。憲法改正に前向きで共産党との共闘にも慎重姿勢を示しているが、対談では野党共闘について「各党バラバラだったら（参院選は）もっと悲惨な結果になっていた」と発言。共闘に前向きな党内の声にも配慮を見せた。現時点で立候補を明言していないものの、周辺には「情勢を見極めて判断する」と意欲を示している。【続きあり】
民進代表選 　「身を切る改革」が柱　旧維新が政策
毎日新聞2016年8月19日　20時56分（最終更新　8月19日　20時56分）
　民進党の旧維新の党グループは１９日、国会内で会合を開き、９月の代表選で候補者に要求する政策をまとめた。議員定数や歳費の大幅削減など「身を切る改革」が柱で、党人事の刷新や対案提示型の国会運営も盛り込んだ。旧維新はこれらを積極的に掲げる候補者を支援する方針だ。 
　基本方針として、「既得権益や癒着の構造と闘う改革政党」を前面に打ち出す▽理念・基本政策の一致しない政党とは政権を共にはしない−−など４点を掲げた。個別政策では、消費増税延期に伴う社会保障財源の不足分を赤字国債で賄うことを否定。歳出削減などで対応し、消費税率１０％への引き上げは身を切る改革が前提と明記した。「２０３０年代原発ゼロ」への工程表策定も打ち出した。 
　旧維新は幹部が代表選への出馬を目指す議員と個別に会談し、グループの政策を受け入れるか見極めた上で支援するか判断する方針。江田憲司代表代行は会合後の記者会見で「選択肢は幅広く持つ。誰がやるかより何をするかが大事だ」と述べた。【朝日弘行】 
民進党代表選、旧維新グループが候補者に求める政策 
日経新聞2016/8/19 20:00
　民進党の旧維新の党出身者で構成するグループは19日、９月の代表選に向け、候補者に求める政策を作成した。旧維新が主張してきた「身を切る改革」や「改革政党」を前面に掲げるよう求め、政策が一致する候補を応援する方針だ。
　「党人事の刷新により名実ともに新しい政党だと国民に浸透させる」と提言したほか「政権批判型から対案提示型の国会運営に転換する」と明記。経済政策や原発政策、改憲議論への参加など６つの柱を示した。これらを打ち出す候補者がいない場合、同グループの江田憲司代表代行の擁立も検討する。
　旧維新グループは現在23人で、党内のグループとしては最大勢力。代表選では一致して行動すると申し合わせている。既に出馬を表明した蓮舫代表代行の対抗馬の擁立に影響する可能性がある。
与野党、世論の動向注視＝自民は総裁直属機関検討も－生前退位
　天皇陛下の生前退位を可能にする法整備について、与野党とも当面、政府の検討状況を見守る構えだ。ただ、制度改正を容認する声が多い世論の動向を踏まえ、各党とも早晩、対応せざるを得ないと受け止めている。
　「これは政府の話だ。政党が先んじてどうこう言う話ではない」。自民党三役の一人は、生前退位をめぐる党内論議を先送りする考えを示した。
　法整備の検討に動きだした政府の具体的な対応を見極めてからでも遅くはないとの判断からだ。加えて、党内保守派には、皇室制度が不安定化する懸念から生前退位への根強い慎重論もある。
　もっとも、報道各社の世論調査では、生前退位に理解を示す声はむしろ強まっている。党幹部は「（生前退位について）国民の多くがいいと言っている」と述べ、今後、対応が必要になるとの認識を示した。これに関し、別の党幹部は「党総裁直属の機関などを設置することになる」との見通しを語った。
　公明党の山口那津男代表は１８日の記者会見で、「国民がどう受け止めるかを見極めた上で、どうあるべきかを国民と共に考えることが大切だ」と述べ、世論の動向を注視する必要性を強調した。
　一方、野党も基本的に政府・与党との対立を避け、国会での合意形成を目指す方針だ。民進党の岡田克也代表は１８日の記者会見で、「与野党間で（考え方に）大きな違いはないと思う。互いに方向性が合うような議論をした方がいい」と呼び掛けた。
　共産党の志位和夫委員長も「政治の責任として真剣な検討が必要だ」との立場を取っている。（時事通信2016/08/19-19:26）
生前退位、特別立法が軸＝来春にも国会提出－政府


　政府は、天皇陛下が先のお気持ち表明で強く示唆された生前退位を可能とするため、現在の天皇一代限りを対象とする特別立法を軸に法整備の検討に入った。複数の政府関係者が１９日明らかにした。皇室典範の改正で生前退位を恒久的な制度とする場合よりも迅速な対応が可能で、女性・女系天皇容認の是非など皇室制度全般の問題に議論が拡散するのを避けられるためだ。来年５月の大型連休明けにも関連法案の国会提出を目指す。
【全文】天皇陛下「お気持ち」表明
　政府は来月後半をめどに有識者会議を設置し、法整備に向けた議論を進める。政府関係者は「与野党が反対できないものになる」として、来年の通常国会で各党の幅広い合意を得る形で成立させることを目指す考えを示した。（時事通信2016/08/19-19:24）
対北朝鮮・中国で連携＝稲田防衛相と米陸軍トップが会談


米陸軍制服組トップのミリー参謀総長（右から２人目）と会談する稲田朋美防衛相（左端）＝１９日午後、東京都新宿区の防衛省
　稲田朋美防衛相は１９日、米陸軍制服組トップのミリー参謀総長と防衛省で会談し、北朝鮮の弾道ミサイル発射や中国の東・南シナ海進出の活発化への対処で緊密に連携していくことを確認した。
　稲田氏は席上、「日米同盟の強化はわが国の防衛に重要だ」と指摘。これに対し、ミリー氏は「できるだけ米軍がこの地域の安定と発展に寄与できるような存在であり続けたい」と応じた。（時事通信2016/08/19-19:54）
しんぶん赤旗2016年8月20日(土)

沖縄・高江ヘリパッド　工事再開に抗議　５５０人力強くコール　共産党国会議員団が現地で激励

　沖縄県東村高江の米軍北部訓練場で１９日、米軍ヘリパッド（着陸帯）の建設をめぐって再び緊迫した状況が続きました。建設に抗議する市民はメインゲート前で早朝から抗議集会を開催。機動隊を大量動員した政府は集会終了後に砂利搬入を強行しました。現地には午後、日本共産党の小池晃書記局長ら国会議員団が訪れ、聞き取りや調査を行い、激励しました。

　５５０人が集まった抗議集会では「工事を止めよう」「森を守るぞ」と力強いコール。沖縄統一連の瀬長和男事務局長は「オスプレイが飛び続けることで貴重な動物が生きられる可能性はあるのか。やんばるの森が支えてきた沖縄の暮らしを守るためには、今ここで（工事を）止めるしかない」と訴えました。

　北部訓練場一部返還の「条件」について語った沖縄平和市民連絡会の北上田毅さんは「海から海兵隊が上陸し、歩行訓練ルートとＧ地区のヘリパッドを使用してオスプレイで飛び立つ訓練が可能になる。陸海空が一体となった全く新しい機能を持つ訓練施設になる」と指摘しました。

　ヘリパッドいらない住民の会の儀保昇さん（６１）は「住民は普通に生活したいと願っています。政府に負けないように頑張りたい」と力を込めました。

　午後１時すぎに砂利を積載したダンプ３台が警察車両に先導されて｢Ｎ1地区｣ゲートに近づくと、市民らは座り込むなどして抗議。機動隊が力ずくで排除し、後続の７台を合わせた１０台が砂利を運び込みました。

　午後には日本共産党の小池書記局長と笠井亮、赤嶺政賢、本村伸子、斉藤和子、池内さおりの各衆院議員がゲート前を訪れ、伊佐真次東村議や高江の住民から工事の現状や住民・県民のたたかいなどを詳しく聞きました。

　２０年前に沖縄市から高江に移住した屋良朝栄さん（６９）は「オスプレイは自宅の真上をパイロットの顔が見えるくらいの低空で飛びます。夜間訓練が多く、夜１０時半に飛ぶこともある」と実態を語りました。

　小池氏は「住民の非暴力のたたかいに対し、国と警察は暴力的に襲いかかっている。みなさんのたたかいが日米両政府を追い詰めている」と激励しました。
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（写真）市民が抗議する中で「Ｎ１地区」ゲートに入るダンプ＝19日、沖縄県東村
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（写真）ゲート前の集会で抗議の声を上げる人々＝19日、沖縄県東村


政府、普天間老朽施設改修へ＝沖縄県知事「大規模なら懸念」
　防衛省は１９日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の老朽化した格納庫などの施設を対象に改修工事を行うと発表した。施設の劣化の度合いについて月内に調査を始め、老朽化が激しい施設の工事には年内に着手する。
　改修は１９９６年の返還合意以降、最大規模となる可能性がある。これに関し、翁長雄志沖縄県知事は同日、県庁内で記者団に「大規模となれば（普天間固定化の）懸念も生じる」と語った。
　普天間飛行場の整備について、日米両政府は返還を前提に必要最小限の老朽化対策にとどめてきた。しかし、近年は米側が「安全な運用に支障を来し得る」として一定規模の改修を要請。返還条件となっている名護市辺野古への移設のめどが立たない中、日本側もこれに応じる必要があると判断した。　
　調査対象となるのは、格納庫のほか隊舎や貯水槽、管理棟など１９施設。排水施設整備など５事業が盛り込まれた２０１３～１７年度の補修計画は総額５６億円で、今回の補修には数百億円を要することも想定される。
　安倍政権は辺野古移設に沖縄の理解を得るため、１４年２月を起点として「５年以内の現飛行場の運用停止」を目指す方針を表明した。こうした経緯から、防衛省内にも「移設を諦め、恒久的に使用するつもりかと疑われかねない」と懸念する声が出ており、滑走路については今回も改修の対象から外した。娯楽施設も対象外とした。
　工事費用は在日米軍駐留経費の日本側負担（思いやり予算）から支出する。近く双方の防衛当局間で基本合意する運びで、調査結果を踏まえて具体的な事業内容を詰める。（時事通信2016/08/19-19:52）
普天間飛行場大規模補修へ近く調査…防衛省発表

読売新聞2016年08月19日 19時49分

　防衛省は１９日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の大規模補修を実施するため、老朽化が激しい施設の調査を近く開始すると発表した。

　早ければ年内にも補修に着手する。１９９６年に日米両政府が普天間返還で合意して以降、両政府は必要最小限の補修にとどめてきており、大規模補修は初めてとなる。

　調査対象は、格納庫や隊舎など計１９施設。娯楽施設などは対象外とする。２～３年かけて補修を実施し、費用は日本側が全額負担する。負担額は現時点で明らかになっていない。

　防衛省は２０１３～１７年度の計画で、雨水・汚水排水施設や非常用発電機の改修など計５事業を実施しているが、飛行場の安全な運用や米軍の能力維持には補修の拡大が必要と判断した。

普天間の老朽格納庫など、大規模補修へ…政府

読売新聞2016年08月19日 07時26分

　政府は１８日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の大規模補修に着手する方針を固めた。

　老朽化した格納庫の改修など約２０事業を実施する。１９９６年に日米両政府が普天間返還で合意して以降、両政府は必要最小限の補修にとどめてきたが、移設計画が停滞する現状を踏まえ、飛行場の安全な運用や米軍の能力維持のためには大規模補修が必要と判断した。

　普天間飛行場は、格納庫が激しく傷んだり、米兵らが居住する隊舎の壁がはがれたりといった施設の老朽化が進み、米側が補修を求めていた。政府は近く老朽度調査を開始し、年内に調査結果をまとめる予定だ。早ければ年度内にも補修事業に着手する。在日米軍駐留経費の日本側負担（思いやり予算）から支出し、最終的には数百億円規模になる可能性もある。

普天間 　大規模補修へ　防衛省、年内にも工事に着手
毎日新聞2016年8月19日　21時09分（最終更新　8月19日　21時11分）
　政府は１９日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の格納庫などの老朽化が進んでいるとして、新たな補修工事を行うと発表した。名護市辺野古への移設作業が地元の反対でずれ込む中、米軍の安全な運用の維持のために必要と判断した。 
　政府は「普天間飛行場の固定化は絶対にあってはならないとの点で国と県は共通している」として、普天間の危険性除去のための早期移転に理解を求めてきたが、新たに大規模補修を実施すれば同飛行場の固定化を前提にしているとの疑念を招きかねず、沖縄県側から強い反発が出そうだ。 
　同飛行場は設置から５０年以上経過。雨漏りや壁の剥落など老朽化が進み、米側が補修を要望していた。防衛省は今月から、格納庫や隊舎、貯水槽、管理棟など１９施設について調査を開始し、補修が必要と判断されれば年内にも工事に着手する。期間は２〜３年を想定。日米地位協定に基づき、事業費は日本側が全額負担する。娯楽施設は補修対象に含まれていない。 
　同省は２０１３年度から同飛行場の雨水排水施設や電柱・電線の取り換えなど５事業（総額５６億円）の補修工事を実施している。財源は在日米軍駐留経費の日本側負担（思いやり予算）から捻出。今回の補修の財源や予算規模は未定だが、同省関係者は「１９施設をやるとなれば、予算的に大きな規模になる見通しだ」と明かす。思いやり予算については今年１月、１６年度から５年間で総額９４６５億円を日本が負担することで正式合意したが、今回の補修により負担額が押し上げられる可能性もある。 
　同飛行場の辺野古移設を巡っては、政府が昨年１０月に埋め立て本体工事に着手したが、県内移設に反対する沖縄県の翁長雄志（おなが・たけし）知事が埋め立て承認を取り消し、国と県が法廷闘争に入った。政府は今年３月、県と和解し、司法の最終判断が確定するまで工事を中止している。辺野古への移設時期が見通せない中、当面は同飛行場の継続使用は避けられず、米側から補修を求める圧力が強まっていた。【村尾哲】 
防衛省、16年内に普天間補修着手　「固定化」批判も 
日経新聞2016/8/19 20:27
　防衛省は19日、日米両政府が返還合意している米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）を補修すると発表した。格納庫や隊舎など19施設の老朽度合いを調べ、米国と補修内容を詰めて年内に着手する。返還の前提になっている名護市辺野古への基地移設が遅れるなか、補修は「基地の固定化につながる」と批判を招く可能性がある。
　補修費は在日米軍駐留経費の日本側負担（思いやり予算）から支出する見通し。防衛省関係者は「安全な運用に必要な最小限の補修だ。工事は２～３年程度だろう」と説明する。沖縄県の翁長雄志知事は19日「内容や規模がまだわからない」としながらも「大規模となれば（普天間基地固定化の）懸念も生じる」と表明した。県庁で記者団に語った。
　普天間基地には50年以上経過した施設もあり、老朽化が目立つため、米国が改善を求めてきた。2013～17年度にも非常用電源や排水施設の修繕など計５事業を約60億円投じて進める計画がある。日米両政府は12年４月、代替施設が完全に運用可能になるまでは必要な補修を実施すると申し合わせていた。
　普天間基地を巡っては、日米両政府は最短で22年度に返還すると合意している。菅義偉官房長官は仲井真弘多前知事に14年２月を起点として「５年以内の運用停止」をめざすと約束していた。ただ、辺野古移設は国と沖縄県の和解条項に基づき、埋め立て工事を中断している。
産経新聞2016.8.19 18:05更新 
【普天間移設】普天間飛行場を追加的補修へ　防衛省、老朽化隊舎など近く調査
　防衛省が米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の老朽化した隊舎などを追加的に補修する方針を固めたことが１９日、分かった。沖縄県側の反対で同県名護市辺野古沖への移設作業が進まないことを踏まえ、放置すれば運用や人命に悪影響を与えるような緊急性が高い施設が対象。政府関係者が明らかにした。
　防衛省は近く現地調査を開始し、早ければ年度内に工事を開始する。思いやり予算ではなく、その他の防衛予算の中から捻出し、事業規模は数十億円となる見通し。
　防衛省は平成２５年度から電柱・電線改修や隊舎改修など５事業（計５６億円）を進めており、２９年度に全ての工事が完了する計画。この間にも床が膨らんだり壁がはがれたりする隊舎が新たに出たため、日米当局間の協議で米側が追加的な補修工事を求めていた。
　ただ、普天間の改修事業は地元から固定化への懸念が強まる恐れもあるため、「人道的見地」（防衛省関係者）から説明できる必要最小限の工事に絞り込むことにしている。老朽化の度合いや事業額を確定する調査結果は年内をめどにまとめる方針。
辺野古移設訴訟 「安全保障は専権事項」政府、勝訴に自信
毎日新聞2016年8月19日　21時48分（最終更新　8月19日　21時48分）
　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る訴訟で、政府側は勝訴に自信を持っている。「安全保障は政府の専権事項」（官邸関係者）とし、翁長雄志（おなが・たけし）知事による埋め立て承認の取り消しは認められないとの認識だ。 
　ただ、今回の訴訟で勝てても、埋め立て工事で頻発する設計変更を巡って同種の訴訟が起きた場合について、福岡高裁那覇支部の１月の和解案は「（政府が）勝ち続ける保証はない」と指摘。３月の和解勧告でも対立の状況を「（国と地方の対等・協力関係をうたった）改正地方自治法の精神に反する」と批判しており、地元理解がないままの移設実現は不透明なままだ。 
　菅義偉官房長官は、政府が県を提訴した先月２２日の記者会見で「辺野古が唯一の解決策であることは何回となく申し上げてきた」との主張を繰り返した。政府は訴状でも、「米海兵隊の一体的運用」や「沖縄の負担軽減」などを理由に、辺野古移設の「必要性は明らか」だと強調。米大統領選を経て来年１月に新政権が発足する米国に対し、移設の意思に変更がないと示す狙いもある。年度内と見られる判決確定を経て、政府は来春までの本体工事再開を目指している。 
　政権側には判決への楽観論が広がる。安全保障関連の訴訟では「国家統治に関わる政治性の高い行為は裁判所の審査権の外にある」という「統治行為論」が持ち出されることが多く、「政府に不利な司法判断は出ない」との見方があるためだ。【高本耕太】 
「裁判所は公平な判断を」＝あらゆる方策で辺野古阻止－翁長・沖縄県知事
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、国が翁長雄志知事を相手に起こした不作為の違法確認訴訟が結審した１９日、翁長知事は県庁で記者会見し、「短期間での結審は残念だが、裁判所には公平な判断を期待する」と述べた。
　同訴訟でこの日行われた翁長知事への尋問については、「これまでの国との協議がいかに不十分であったか、一連の問題解決にはいかに協議が重要であるかを伝えられた」と評価した。
　翁長知事は敗訴した場合の対応についても言及。国から出される設計変更申請などに対して、知事の権限を行使することを念頭に、「これから予測されるものは一件一件、適正に判断する。ありとあらゆる方策で辺野古に基地は造らせない」と強調した。（時事通信2016/08/19-20:52）
辺野古移設訴訟が結審＝是正指示、知事不作為めぐり－９月１６日判決・高裁那覇支部


沖縄県名護市辺野古の埋め立て承認取り消しをめぐる不作為の違法確認訴訟の尋問に先立ち、市民団体の集会であいさつする翁長雄志知事＝１９日午後、那覇市
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、埋め立て承認取り消しの撤回を求めた是正指示に沖縄県の翁長雄志知事が従わないのは違法だとして、国が翁長知事を相手に起こした不作為の違法確認訴訟の第２回口頭弁論が１９日、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）であった。翁長知事への尋問が行われ、結審した。９月１６日に判決が言い渡される。
　知事は、是正指示は地方自治を軽視した違法な国の関与だなどと訴え、国の請求を退けるよう求めた。
　尋問は県側が申請。翁長知事は協議による解決を求めた国地方係争処理委員会の判断に基づき、問題解決のために積極的な措置を講じており、是正指示の不作為による違法には当たらないなどと主張した。
　辺野古移設をめぐっては、国が昨年１１月に承認取り消しの撤回を求める代執行訴訟を提訴。今年３月に和解が成立し、国は和解に基づき承認取り消し処分の撤回を求めて是正指示を知事に出した。県は是正指示の適法性について国地方係争処理委に審査を申し出たが、同委は「国と県は普天間飛行場返還という共通の目標実現に向け、真摯（しんし）に協議すべきだ」とし、判断を避けた。
　国は、前知事の埋め立て承認は公有水面埋立法の要件を満たしており、是正指示に従わない翁長知事の対応は違法として今年７月、違法確認訴訟を起こした。国側は弁論で、和解条項には司法手続きより協議を優先させるとは定められていないと主張した。（時事通信2016/08/19-20:50）
辺野古移設訴訟 　結審　翁長知事「確定判決に従う」　
毎日新聞2016年8月19日　21時43分（最終更新　8月19日　23時31分）
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の県内移設計画を巡り、移設先の名護市辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消した処分に対する是正指示に従わないのは違法として、国が翁長雄志（おなが・たけし）知事を相手取った違法確認訴訟の第２回口頭弁論が１９日に福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）であり、結審した。翁長知事は本人尋問で「確定判決に従う」と明言。一方で弁論後の記者会見では「（敗訴しても）あらゆる方策で県内移設を阻止するのが公約だ」と強調した。辺野古移設を巡る初の司法判断となる判決は９月１６日に言い渡される。 
　翁長知事の本人尋問は代執行訴訟を含めて２回目。質問は３月の代執行訴訟の和解成立以降の出来事に限定さ
れて実施された。翁長知事は「確定判決に従う」としたが、国側代理人による反対尋問の中で「（和解時点で）違法確認訴訟を予測しておらず、（判決後の相互の協力を確約した）和解条項の効果は及ばないと考える」とも述べた。 
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第２回口頭弁論に臨む翁長知事（奧）＝那覇市で２０１６年８月１９日午後２時ごろ（代表撮影）
　翁長知事は県側の主尋問では、「県は国に協議を求めており違法ではない。国の主張がまかり通れば民主主義と地方自治に深刻な禍根を残す」と訴えた。 
　高裁判決が出ても、敗訴した側が上告するのは確実で、最高裁判決は年度内にも言い渡される見込み。仮に県が負けても、埋め立て承認の「撤回」や、工事の設計変更が生じた場合に承認をしないなどの対抗策が考えられ、全面解決にはなお曲折が予想される。【吉住遊、佐藤敬一】 
辺野古移設、遠い決着＝訴訟後も残る火種－政府・沖縄
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟は１９日、福岡高裁那覇支部で結審した。判決は来月１６日に言い渡され、敗訴した側が上告した場合、早ければ年内にも最高裁で最終的な判断が示される見通しだ。ただ、政府と県双方とも譲る気配はない。今年３月の和解の合意文の解釈に食い違いもあり、法廷闘争が終結しても問題の決着は遠そうだ。
　「ありとあらゆる方策をもって辺野古に基地は造らせない」。翁長雄志知事は１９日、県庁で記者団に、県内移設を阻止する方針を強調した。
　前知事による辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消した昨年１０月の翁長氏の決定を違法として、国は撤回を求める代執行訴訟を提起。県も対抗し訴訟が乱立したため、高裁那覇支部は訴訟を１本にまとめる和解を提案し、今年３月に合意した。和解合意文には、判決確定後の国、県双方の対応について「判決の趣旨に従って互いに協力して誠実に対応すること」と明記された。
　政府は最終的に勝訴すれば、２０２０年１０月末を目標としている埋め立て完了に向け、工事再開に踏み切る方針だ。政府高官は和解条項を盾に「県は最高裁の判断に沿い、あらゆる手続きで協力すべきだ」とけん制する。
　これに対し、県は徹底抗戦する構えだ。１７年３月末に期限を迎える知事の岩礁破砕許可の更新などの際に、知事権限を駆使しての移設阻止を検討。和解条項の「判決の趣旨に従う」の範囲については「全ての知事権限を縛るものではない」と主張している。
　先の和解をめぐり、国は知事権限を将来にわたって封じ込められると踏み、県は移設工事を中断させられる点を重視した。双方とも「円満解決」を念頭に置いていたとは言えず、緊張関係が今後も続くのは必至だ。（時事通信2016/08/19-21:00）
しんぶん赤旗2016年8月20日(土)

「新基地造らせない」沖縄の民意　ぶれない　辺野古違法確認訴訟が結審　翁長知事「協議で解決」訴え

　日本の民主主義・地方自治を左右する裁判が大きなヤマ場を迎えつつあります。

　米軍新基地建設に伴う沖縄県名護市辺野古の埋め立て承認取り消しの撤回を求める国の是正指示に、翁長雄志知事が従わないとして、国が起こした「不作為の違法確認訴訟」。その第２回口頭弁論が１９日、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で開かれ、被告である翁長知事の本人尋問が行われました。

　同訴訟は同日に結審し、判決は９月１６日に言い渡されます。地方自治体の「不作為」に対して国が訴訟を起こしたのは過去に例がありません。
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（写真）入廷前の集会で決意を語る翁長雄志県知事（手前）。左奥は小池晃書記局長など国会議員団も参加＝19日、那覇市 


　今回の訴訟前、福岡高裁那覇支部は和解勧告で辺野古新基地問題を「オールジャパン」で解決するよう求め（３月）、総務省の国地方係争処理委員会（係争委）も協議による解決を求めました（６月）。それにもかかわらず、７月に一方的に訴訟に踏み切った安倍政権。知事は同日の尋問で「新基地は造らせない」という県民の民意を代弁するとともに、国の姿勢の不当性を訴えました。

　翁長知事は、県と国の双方の代理人からの質問に答える形で、３月の代執行訴訟の和解以降の経緯を説明。和解勧告と係争委の判断に共通するのは、「まずは『話し合いをしなさい』ということだ」と述べ、「不作為の違法」にはあたらないと主張しました。

　また、法廷闘争での決着に固執する国の姿勢は“国のやることには従え”というものであり、「地方自治に対する認識について大変疑問だ」と指摘。「真摯（しんし）な協議」を双方に促した係争委の決定があったにもかかわらず、安倍政権が「辺野古が唯一」との姿勢を崩さなかったことを厳しく批判しました。

　国側代理人は、「政府・沖縄県協議会」などの場で協議を重ねていると正当化し、「協議は訴訟と同時にできる」などと主張。これに対して知事は提訴前日の７月２１日の協議会も、きわめて短時間の設定であり、「実質的な話し合いはできなかった。私たちの思いは話せても、（出席する閣僚らから）全く返事はない」と述べ、形式的な協議のあり方を批判しました。

　知事は、２０１４年の名護市長選から今年の参院選に至る一連の選挙で、「沖縄の民意は少しもぶれることなく“辺野古に基地を造ってはいけない”と示している」と強調し、司法の場で県民の声を代弁しました。

「法の番人として公平な判断を」　翁長知事が会見　辺野古阻止方針は不変

　「短期間の結審となったことは大変残念だが、裁判所においては法の番人として公平な判断を示されることを期待する」。１９日、違法確認訴訟が結審となり、翁長雄志知事は県庁内で記者団にこう所感を述べました。

　判決のゆくえは予断を許しませんが、国・県のいずれかが最高裁に上告するのは確実です。国側は同日の知事に対する尋問で、前回裁判の国と県との和解条項に「確定判決には従う」との文言があることを持ち出して、「判決に従うのか」と執ように食い下がりました。

　これに関して知事は「和解条項は生きているが、今回の裁判には（規定が）及ばない」とし、仮に敗訴の場合でも、辺野古の埋め立て承認取り消しをただちに撤回するわけではなく、あくまで確定判決にそって判断する考えを示しました。

　また、知事は判決内容にかかわらず、「ありとあらゆる方策をもって辺野古に基地はつくらせない」と述べ、新基地阻止の県政方針は引き続き変わらないと強調しました。さらに、「これから予測される許認可について、一件、一件、適正かどうか判断するものがありうる」と述べ、辺野古新基地建設に伴う設計変更申請の審査など他の知事権限の行使は引き続き可能との考えを示しました。

しんぶん赤旗2016年8月20日(土)

沖縄から民主主義を　激励集会に小池書記局長ら参加　「日本中の希望の灯」

	[image: image14.jpg]



（写真）集会で発言する小池晃書記局長（手前）＝19日、那覇市


　「負けない方法は絶対にあきらめないこと。勝利するまでがんばろう！」

　辺野古違法確認訴訟の第２回口頭弁論直前の１９日、出廷する翁長雄志知事を激励しようと福岡高裁那覇支部前（那覇市）の公園で集会（主催・辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議）が開かれ、知事、集会参加者は異口同音に勝利を誓い合いました。

　稲嶺進・名護市長は「沖縄に寄り添うという言葉はまったくの絵空事だった」と、強権的に辺野古新基地を押し付ける安倍政権を厳しく批判。「正義は私たちにある。全県、全国に広がる声を味方にして、沖縄から民主主義を訴えていこう」と力を込めました。

　金秀グループの呉屋守将会長は、安倍晋三首相が終戦記念日の政府式典あいさつで、侵略戦争への「反省」に言及しなかったことについて「あの道に戻ろうとしている。辺野古新基地と高江のヘリパッド建設を強行しようとする安倍政権に、先の大戦の大本営の姿が映し出される」と批判しました。

　日本共産党から小池晃書記局長と、赤嶺政賢、笠井亮、池内さおり、斉藤和子、本村伸子各衆院議員が参加しました。

　小池氏は「党派や立場を超え、オール沖縄の人々が並び、県知事が県民の立場を裁判で訴える。このたたかいに日本中が励まされ、希望の灯を心にともしています」と強い連帯の意を表明。「民意を無視し、法律を守らず、憲法を踏みにじる、こんな政治を許すわけにはいかない。戦後最悪の安倍政権打倒のために力をあわせてたたかいぬこう」と呼びかけ、大きな拍手に包まれました。

沖縄市長、米軍倉庫移設の受け入れ表明
　沖縄県沖縄市の桑江朝千夫市長は１９日、防衛省の若宮健嗣副大臣と同省で会談し、返還が予定される米軍牧港補給基地（沖縄県浦添市）の倉庫群の一部を、沖縄市の嘉手納弾薬庫知花地区に移設する計画について、「断腸の思いで受け入れることを決断した」と述べ、容認する方針を表明した。
　若宮副大臣は、計画受け入れに対し「心から感謝申し上げる。政府全体で沖縄の問題を目に見える形で解決する思いを持っている」と述べ、引き続き沖縄の基地負担軽減に取り組む考えを示した。　
　日米両政府は２０１３年、沖縄県の米軍嘉手納基地以南の施設・区域の返還計画に合意。このうち牧港補給地区返還については、倉庫群などの県内移設が条件となっている。（2016/08/19-19:28）
特定秘密、初の是正要求＝防衛省対応に不適切判断
　特定秘密保護法の運用を監視する独立公文書管理監が防衛省に対し、対応が不適切だったとして同法施行後初の是正要求を行った。内閣府が１９日、発表した。
　内閣府の佐藤隆文独立公文書管理監は９日付で、防衛省が２０１５年に指定した３件について、新たに秘密指定すべきところを既に指定した特定秘密の一部と認定していたなどとして是正を求めた。同省はこれに応じ、１８日付で改善措置を講じた。　（時事通信2016/08/20-00:22）
秘密指定で初是正要求、防衛省に　独立管理監、不適切処理3件

共同通信2016/8/19 20:47

　特定秘密保護法の運用状況を検証する内閣府の佐藤隆文独立公文書管理監が、各行政機関が2015年に指定した特定秘密などを検証した結果、防衛省の秘密指定計3件が不適切だとして、是正を要求していたことが分かった。内閣府が19日、発表した。14年の秘密保護法施行後、是正を求めたのは初めて。

　防衛省は要求通り是正したが、秘密保護法を巡り、恣意的な指定への懸念が根強い中、運用への疑念を招くとの指摘が出る可能性もある。内閣府によると、本来は特定秘密に当たらない情報を秘密指定している事例は、いずれの行政機関でもなかったという。

　是正要求は8月9日付。

特定秘密 　管理監が是正要求　防衛省３件不適正運用
毎日新聞2016年8月19日　20時55分（最終更新　8月19日　22時33分）
　特定秘密保護法の運用状況を監視する内閣府の佐藤隆文・独立公文書管理監が、防衛省が指定した特定秘密に関して３件の不適正な運用があったとして初めて是正を求めていたことが分かった。内閣府が１９日、発表した。 
　内閣府によると、防衛省は２０１４年１２月、外国企業の衛星が撮影する建物などの名前が記された計画書を特定秘密に指定。１５年１１月、経済産業省と宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）の衛星が撮影する対象物も同じ計画書に追加記載した。 
　同法の運用基準によると、別の種類の衛星を追加する場合、文書を新規作成し、指定を受ける必要がある。防衛省調査課は「情報ソースを増やすだけなので、追加の記載で事足りると考えていた」としており、是正要求を受けて新たに２件を特定秘密に指定した。 
　このほか、対象期間内に文書が作成されなかった特定秘密の解除を求め、文書に赤く記さなければならない「特定秘密」の表示が黒色だったとして是正を求めた。【松井豊】 
秘密指定に初の是正要求　防衛省３件「手続き不適切」

東京新聞2016年8月20日 朝刊

 　特定秘密に関する検証を行う内閣府の佐藤隆文独立公文書管理監は、防衛省の指定に不適切な点が見つかったとして三件の是正を求めた。情報保全監察室が十九日、発表した。特定秘密保護法が二〇一四年十二月に施行されて以来、省庁への是正要求は初めて。

　監察室によると、昨年末以降の検証で、本来なら新たな手続きを取って特定秘密に指定すべき情報なのに、類似する指定書の書き換えで済ませていたケースが判明。特定秘密に毎年指定していた安全保障上の脅威に関する文書の作成を中止したのに、指定を解除しなかった例もあった。

　九日に是正を求めたところ、防衛省から十八日付で是正を終えたという連絡があった。検証の過程では、必要に応じて特定秘密を提示させた。担当者は「手続きなどは不適正だったが、特定秘密に当たらないものを指定した事案ではない」と説明した。

被爆地に寄り添った対応を　核先制不使用巡り広島市長

共同通信2016/8/19 13:09
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記者会見する広島市の松井一実市長＝19日午前、広島市役所　オバマ米大統領が検討している核兵器の先制不使用政策に対し、安倍晋三首相が反対の意向を伝えたとする米紙報道に絡み、広島市の松井一実市長は19日の記者会見で「被爆地の思いに寄り添って対応してほしい」と求めた。

　松井市長は外務省に事実確認したことを明らかにし「首相と米太平洋軍司令官との会談では、核兵器の先制不使用について取り上げた事実はないという回答だった」と説明。その上で「当事国の米政府に対して、被爆地の思いをしっかり受け止めてほしいという、わが市の対応がぶれることはない」と述べた。

核禁止、国連総会で議論へ　国連部会報告書を採択

東京新聞2016年8月20日 02時01分

 　【ジュネーブ共同】ジュネーブの国連欧州本部で行われていた核軍縮に関する国連作業部会は最終日の１９日、「核禁止のための法的措置」について、２０１７年の交渉入りを国連総会に勧告することに「幅広い支持」があったとの報告書を賛成多数で採択した。今秋の国連総会で議論が本格化する見通しで、核兵器禁止条約制定に向け大きく歩を進めることになりそうだ。

　報告書案は一方、交渉入りに賛同せず、多国間の軍縮は安全保障を考慮しながら進めるべきだと勧告する別のグループもあったとして、核兵器を徐々に減らす漸進的なアプローチを提唱する日本や北大西洋条約機構諸国などの意見も盛り込んだ。

	　１９日、ジュネーブの国連欧州本部で開かれた核軍縮に関する作業部会に出席するタニ議長（左）（共同）
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兵器禁止条約に向けた報告書採択　日本は同意せず
　スイス・ジュネーブで開かれていた国連核軍縮作業部会は１９日午後（日本時間２０日未明）、「核兵器の法的禁止を協議する会議を２０１７年に開くよう国連総会に勧告することに、広範な支持が寄せられた」と記した報告書を、賛成多数で採択した。国連加盟国（１９３）の半数超の約１００カ国が支持すると記されている。国連総会の場で、核兵器禁止条約づくりに向けた議論が初めて本格化する。挙手による意思表明の際、日本は棄権した。
　報告書は一方で、日本や韓国など米国の「核の傘」の下にある国々など「特に２４カ国」が、「勧告に同意しなかった」と明記した。日本の反対姿勢が、従来以上に鮮明になった。（ジュネーブ＝松尾一郎）
核兵器禁止交渉に幅広い支持＝来年の会合開催勧告へ－国連部会
　【ジュネーブ時事】ジュネーブの国連欧州本部で開かれてきた国連の核軍縮作業部会は最終日の１９日、核兵器を禁止する法的文書について交渉する会合の２０１７年の開催を求める勧告に「幅広い支持があった」と明記した報告書で暫定合意した。作業部会は最終的な文言調整をした上で、採択を目指す。
　米国の「核の傘」に依存する日本や北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟国は早期の会合開催に反対していた。しかし、核軍縮停滞に不満を募らせ、核兵器禁止条約制定を訴えるメキシコやオーストリアを中心とした多数派の国々が協議を主導した。
　一方で、報告書は一定数の国が１７年の会合開催の勧告に同意せず、多国間の核軍縮プロセスで安全保障上の懸念にも取り組む重要性を訴えたことに言及。日本などの立場に一定程度配慮した。報告書は採択後、今秋の国連総会に提出され、各国は盛り込まれた内容の取り扱いについて協議する。
　作業部会は今年２月と５月に会合を行い、８月には最終会期として５日から議論を重ねてきた。日本などは「核軍縮は核兵器保有国と協調しながら一歩ずつ進めるべきだ」と主張していたが、賛同は広がらなかった。
　進展が期待された１５年春の核拡散防止条約（ＮＰＴ）再検討会議は最終文書を採択できずに決裂。メキシコなどが核軍縮作業部会で核兵器削減の法的措置について議論することを提唱し、同年１２月の国連総会決議で部会の設置が決まった。
　作業部会には、核兵器を持つ米ロ英仏中やインド、パキスタンなどは出席しなかった。報告書が核軍縮を後押しする材料になるとは考えにくいのが実態だ。　（2016/08/20-01:02）
しんぶん赤旗2016年8月20日(土)

「１８歳投票率高い、何か特別な取り組み？」　警察、高校に問い合わせ　神奈川で参院選後　指導内容にも言及か

　１８歳選挙権が戦後初めて実施された７月の参院選挙をめぐり、神奈川県警が横浜市青葉区内の県立高３校に電話をし、高い投票率について問い合わせていたことが１９日までに分かりました。

教員ら「不当介入」と批判

　市民からの訴えをうけて県警にただした日本共産党の大山奈々子県議によると、県警は事実を認めました。選挙後の７月１５日、青葉署生活安全課の署員が「１８歳の投票率が高いが、何か特別な取り組みはしたのか」と問い合わせたといいます。

　本紙の取材に県教育委員会も高校に問い合わせがあったことを認めましたが、「県警とは日頃から生徒の健全育成のために連携している。その一環であり問題ない。（県警への中止要請も）しない」としました。

　県警はさらに、教員の指導内容にも言及した疑いもあります。

　ある県立高校の教員によると、青葉署は「政治的中立性」について生徒へどのように指導したかについても尋ねたといいます。

　教員は「前代未聞。現場からは批判とともに不安の声もあがっている。明らかに一線を越えた不当な教育への介入です。こうした越権行為に対し、県教委に自覚がないのがさらに恐ろしい」と話します。

　大山県議は「県警は組織的な行為ではないというが、教育を国家の思うままに支配した戦前をほうふつとさせる。その反省から教育権の独立を貫くためにつくられたのが教育委員会です。県教委はその自覚に立って、適正に対応すべきです」といいます。

　教育への権力介入をめぐっては７月、自民党はホームページで「学校教育における政治的中立性についての実態調査」を実施。「子どもたちを戦場に送るな」「安保関連法は廃止すべき」などと主張し、「中立性を逸脱した教育を行う先生」を報告するよう呼びかけ、「密告サイトだ」と批判が集中しました。

逮捕５０年「長かった」　袴田さんの姉会見

東京新聞2016年8月19日 夕刊

	 袴田巌さんの早期の再審開始を訴える姉の秀子さん＝静岡県庁で
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　一九六六年、旧清水市（静岡市清水区）のみそ製造会社の一家四人が殺害された強盗殺人事件で、静岡県警が袴田巌さん（８０）を逮捕してから五十年となる十八日、袴田さんの姉秀子さん（８３）と弁護団の小川秀世事務局長が静岡県庁で記者会見した。秀子さんは「巌にとって本当に長い五十年だった」と振り返り、早期の再審開始を訴えた。

　二〇一四年、再審開始決定を受けて釈放された巌さんは、毎日散歩をするなど、拘禁症から回復しつつあるという。秀子さんは「五十年前も巌の無実を信じていたが、当時は世間に言えず息をそっとして生きていた。おかげさまで、今は穏やかに暮らしている」と明かした。

　小川弁護士は「事件の長期化の責任は県警にあることを真摯（しんし）に受け止めてほしい。一刻も早く再審公判での無罪を」と主張した。

　袴田さんの支援者ら二十人は、県庁前で抗議し、県警の担当者に謝罪を求める抗議文を手渡した。「袴田巌さんを救援する清水・静岡市民の会」の山崎俊樹事務局長（６２）は「不当逮捕の責任を明確にしてほしい」と述べた。
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